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 大阪航空局が発注した建築工事で、令和２
年４月１日以降に完成した施工実績がある場
合においては、これらに係る工事成績評定の
平均が65点以上であること。
 競争入札に参加しようとする者の間に資本
関係又は人的関係がないこと。（資本関係又は
人的関係がある者のすべてが共同企業体の代
表者以外の構成員である場合を除く。）
 本工事に係る設計業務等の受託者又は当該
受託者と資本若しくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。（詳細については入
札説明書を参照すること。）
 入札説明書の交付を受けた者、又は電子調
達システムよりダウンロードした者であるこ
と。

３ 総合評価落札方式に関する事項
 総合評価落札方式の仕組み 本工事の総合
評価落札方式は、以下の方法により落札者を
決定する方式とする。
１）入札説明書に記載された要求要件を実現
できると認められる場合には、標準点100
点を付与する。
２）３１）から３３）の工事目的物の性
能・機能の向上、社会的要請の対応及び賃
上げ実施の表明によって得られる加算点の
合計は最大43点とする。
３）３４）から３５）施工体制に関する
事項によって得られる施工体制評価点の合
計は最大30点とする。「品質確保の実効性」
及び「施工体制確保の確実性」について３
段階で判定し、その評価に応じてそれぞれ
15点／５点／０点の点数を付与する。
４）得られた標準点、施工体制評価点及び加
算点の合計を当該入札参加者の入札価格で
除して算出した値（以下「評価値」という。）
を用いて落札者を決定する。その概要を以
下に示すが、具体的な技術的要件及び入札
の評価に関する基準等については入札説明
書による。

 施工体制評価点及び加算点評価項目 施工
体制評価点及び加算点の評価項目は、以下の
とおりとし、その詳細及び評価基準は入札説
明書による。

１）工事目的物の性能・機能の向上に関する
事項
２）社会的要請への対応に関する事項
３）賃上げ実施の表明
４）品質確保の実効性
５）施工体制確保の確実性
 技術提案のヒアリングについて 技術提案
のヒアリングについては実施し、詳細は入札
説明書による。
 技術提案の採否等 技術提案の採否並びに
評価については、競争参加資格の確認結果の
通知に併せて通知する。
 落札者の決定 入札参加者は価格、工事目
的物の性能・機能の向上、社会的要請の対応
及び賃上げ実施の表明をもって入札する。標
準点に加算点を加えた点数を、その入札価格
で除して評価値（評価値＝｛（標準点＋施工体
制評価点＋加算点）÷（入札価格）｝）を算出
する。なお、次の条件を満たした者のうち、
算出した評価値が最も高い者を落札者とす
る。
１）入札価格が予定価格の制限範囲内である
こと。
２）評価値が標準点（100点）を予定価格で
除した数値（基準評価値）に対して下回ら
ないこと。ただし、落札者となるべき者の
入札価格によっては、その者により当該契
約の内容に適合した履行がされないおそれ
があると認められるとき又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱す
おそれがあって、著しく不適当と認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格
をもって入札した他の者のうち、最も高い
評価値をもって入札した者を落札者となる
べき者とする。なお、標準点、施工体制評
価点及び加算点の詳細事項については入札
説明書による。
３）落札者となるべき者の入札価格が、予決
令第85条に基づく調査基準価格を下回る場
合は、予決令第86条第１項に基づく低入札
価格調査を行う。

 ３において、評価値の最も高い者が２人
以上あるときは、くじ引きにより落札者を決
定する。

４ 入札手続き等
 担当部局 〒5408559 大阪市中央区大手
前３丁目１番41号大手前合同庁舎11階 国土
交通省大阪航空局総務部契約課契約係 電話
番号0669372708
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
電子調達システム
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/

Accepter/

調達ポータル・電子調達システム ヘルプ
デスク電話番号0570000683（ナビダイ
ヤル）0343327803（ＩＰ電話等をご利
用の場合）

 入札説明書の交付期間及び方法
交付期間 令和４年12月２日９時00分から令
和５年１月６日17時00分まで。ただし、見
積りに必要な図面、仕様書等については、
競争参加資格の結果の通知に併せて配付す
る。
交付方法
１）電子調達システムにより交付する。
２）やむを得ない事由により、上記交付方
法による入手ができない入札参加希望者
は、上記４に問い合わせること。

 申請書、資料の提出期間、場所及び方法
提出期間 令和４年12月２日から令和５年１
月10日まで。（土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日、９時00分から17時00分までの間。
ただし、最終日は14時00分までとする。）
提出場所 ４に同じ。
申請書及び資料の提出は、電子調達システ
ムにより行う。ただし、発注者の承諾を得て
紙入札とする場合は、提出場所へ持参又は郵
送（郵送は書留郵便に限る。提出期間内必着。）
又は託送（書留郵便と同等のものに限る。提
出期間内必着。）することにより行うものとす
る。
 入札及び開札の日時、場所、入札書の提出
方法
入札日時 令和５年３月９日９時00分から17
時00分まで

提出方法 電子調達システムにより提出する
こと。ただし、発注者の承諾を得て紙入札
とする場合は、入札日時までに４あて持
参すること。（郵送又は託送による提出は認
めない。）なお、入札書に本件責任者及び担
当者の氏名及び連絡先を明記することによ
り、入札書への押印を省略することができ
る。ただし、押印を省略した入札書であっ
ても電子メールによる提出は認めない。
開札日時 令和５年３月10日11時00分
開札場所 大阪航空局入札室

５ その他
 手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付。ただし、利付国債の
提供又は銀行等の保証をもって入札保証金
の納付に代わる担保とすることができる。
また、入札保証保険契約を締結又は契約保
証の予約を受けた場合は、入札保証金の納
付を免除する。なお、詳細は入札説明書を
参照すること。
イ 提出期間：令和５年２月10日から令和
５年３月９日（利付国債の提供の場合は
令和５年３月２日）まで 但し、行政機
関の休日に関する法律（昭和63年法律第
91号）第１条第１項に規定する行政機関
の休日を除く９時00分から17時00分まで
の間。
ロ 提出場所：〒5408559 大阪市中央区
大手前３丁目１番41号大手前合同庁舎11
階 国土交通省大阪航空局総務部契約課
契約係 電話番号0669372708
ハ 提出方法：書類の提出は、持参、郵送
（書留郵便に限る。）又は託送する（書留
郵便と同等のものに限る。）ことにより行
うものとする。ただし、提出の期限の日
までに必着とする。

２）契約保証金 納付。ただし、利付国債の
提供又は金融機関等の保証をもって契約保
証金の納付に代わる担保とすることができ
る。また、公共工事履行保証証券による保
証を付し又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金の納付を免除す
る。なお、詳細は入札説明書による。
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